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は､ 福祉政治の主要な理論として､ パワーリソース理論､ 新制度論､ 言説理論を紹介し､ これら
の枠組みがアメリカの社会的内実を理解する上でどこまで有効であるのか検討する。国民皆保
険をめぐるアメリカ政治のジレンマや、“ いまあるような福祉の終焉 ” と呼ばれるクリントン改
革の帰結を分析することによって､ 福祉をめぐるアメリカ政治の問題状況を明らかにしたい。
　　　はじめに












─ “ いまあるような福祉の終焉 ” の再検討─
The New Politics of the Welfare State in the United States 




































































































































































































齢年金、各種の社会扶助などが検討され、1935 年 1 月 17 日社会保障法案を議会に提出、4 月 19











から医師会は会員から 25 ドルを徴収し、翌 49 年に 150 万ドルをかけたロビー活動を展開したの
である。広告代理店ウィッタカー & バクスター社を雇い、「医療の社会主義化」が喧伝され、1942





　ウィッタカー & バクスター社は医師会に対し「任意の民間保険を来年 1000 万人、その翌年さ
らに 1000 万人拡大すれば公的皆保険に対する戦いは収束する」と提言したが、民間保険の比率は
その言葉どうり 1945 年の 9･7% から 49 年には 25･7% へ、さらに 60 年には 65･2% まで拡大した。
　トルーマンの改革が挫折するなかで、1948 年全米労働関係委員会 NLRB は保険給付を団体交
渉の対象とすることを認定し、翌年連邦裁判所もこの決定を支持した。アメリカ労働総同盟や産
別会議は団体交渉による医療保険加入を推進する立場をとり、その数は 1945 年の 60 万人から




























End of　Welfare as we know it.）というレトリックを用いて改革に着手した。1994 年には医療保
険改革、96 年には社会扶助改革を推進したのである。（19）しかし 2 つの改革は対照的な軌跡をたど
ることになる。







　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 出典 : Jacob S.Hacker, 2002






　1987 年に 3103 万人だった無保険者は現在では 4700 万人に増加し、GDP に占める医療費の割





中で、クリントンは 1993 年 1 月 25 日「国民皆保険に関するタスク・フォース」を結成し、ヒラ
リー・クリントンを座長とし、イラ・マガジナーのもとに 500 人の専門家・実務家を組織する。


























　1994 年 6 月 30 日下院歳出委員会、そして 7 月 2 日に上院財政委員会がかろうじて法案を可決
したものの、本会議では下院が法案審議を延期し、上院も共和党の審議拒否により結局 9 月 26 日
に改革を断念した。これを受けた 11 月の中間選挙では共和党が 40 年ぶりに上下両院での多数を
奪還し、民主党は歴史的大敗を喫したのである。
　皮肉なことに「いまあるような福祉の終焉」が実現したのは、共和党が多数を占める議会にお
いてであった。新人議員 73 人の当選も含め、下院共和党は 176 議席から 230 議席へと躍進し他方






涯で総計 5 年、一時期には 2 年までの暫定的措置、③就労の意思を示し職業訓練プログラムに参
加することを義務づけ、これを放棄したものには給付を停止、などである。懲罰的内容も含めた
就労促進型への福祉改革といえる。
　そもそも社会的扶助としての AFDC は 1935 年福祉改革法の ADC に起源をもつものであった
が、初期における倫理基準（= 誰が救済するに値するか）を定めた適格家庭審査が 60 年代に違憲
判決を受け、地方政府は要扶養児童を抱える貧困家庭に対し扶助する義務を負うことになった。
アルコール中毒や内縁の妻などの事情があっても、貧困であればこれを救済する義務が生じる。
母子家庭の潜在的有資格者が受給する比率は 67 年の 63% から 70 年の 91% へと急上昇した。他方
貧困層むけの医療プログラムであるメディケアは、一定の所得を得ると停止されてしまうため、
社会的扶助にしがみつき、メディケアを享受する母子家庭が就労を忌避する事態が続いた。全人
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